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公務員受験対策講座運営業務 業務仕様書 

 

１．業務名称 

  公務員受験対策講座運営業務 

 

２．目的 

  公務員試験（国家公務員一般職・地方上級職・市役所・警察・消防・国立大学法

人等）の現役合格を目指す本学学生への支援を目的として、専門の講師による「公

務員受験対策講座」を実施する。 

 

３．実施場所 

山口県下関市大学町二丁目１番１号  公立大学法人下関市立大学 

 

４．契約期間 

契約締結日から 2027 年 3 月 31 日まで 

 

５．業務内容 

  翌年度の公務員試験に向けた 1 年間（4 月 1 日～3 月 31 日）の対策講座を、契約

期間中に計 3 回実施する。1 年間（4 月 1 日～3 月 31 日）に実施する業務内容は原

則（１）～（７）のとおりとするが、受講生の状況、試験の得点配分等を勘案し、

毎年度キャリアセンターと打ち合わせの上、決定を行う。 

 

（１）学生勧誘の実施 

講座の実施前に、公務員受験対策講座ガイダンスを本学が指定する期間に 2 回

以上実施し、学生への勧誘を積極的に行うこと。2024 年度については 4 月 9 日に

1 回、その他講座開講までの間に 1 回以上対面で実施すること。 

なお、ガイダンスの方法は原則対面とするが、参加できない学生のためにオン

デマンド配信等にて後日視聴できるようにすること。また、必要に応じて周知用の

チラシやガイダンス資料を作成すること。 

（２）公務員受験対策講座の実施 

専門の講師を派遣し「公務員受験対策講座」を実施する。講義科目及び科目ご

とのコマ数に関しては、以下のとおり 1 コマ 90 分×296 コマとする。 

【教養】 計９４コマ 【専門】計１８６コマ 【その他】計１６コマ 

数的処理  ４２ 憲  法  ２４ 公務員研究  ３ 

資料解釈   ４ 民  法  ３８ 時事     ６ 

文章理解  １０ 行 政 法  ２６ 面接対策   ７ 

論作文    ８ 経済原論  ５０  

社会科学  １０ 政 治 学  １０  

人文科学  １０ 行 政 学  １０  

自然科学  １０ 財 政 学  １０  

 社会政策   ６  

 国際関係   ６  

 経 営 学   ６  



実施時間は、平日 18：00～21：00 又は土日集中型とする。また、講座日程につ

いては、本学が指定する期間及び講座実施日等を最大限優先すること。 

受講コースの設定にあたっては、国家公務員一般職・地方上級職・市役所・警

察・消防・国立大学法人等の現役合格を目指す学生が、それぞれ受験に必要な科

目を選択できるようなコースを設けること。 

上記講義科目には含まれないものの、公務員試験（特に国家公務員一般職・地方

上級職）の専門科目となっているもの（刑法・労働法・国際関係・社会政策・国際

関係・経営学等）については、オンデマンド配信等にて受講できるようにすること。

この場合、テキスト代の実費のみ受講生の負担とすることができる。 

（４）模擬試験の実施 

模擬試験については、講座開講中の効果的な時期に 3 回以上実施すること。会

場については本学内で行うこととする。 

（５）欠席時の対応 

出席率の維持に努め、受講生が欠席した際のフォロー体制（オンデマンド配信

等の視聴体制･板書内容の記録・質疑応答対応など）を整えること。 

（６）予習復習の対応 

受講生が予習復習に努められるよう、原則講座開始初日までにオンデマンド配

信等の視聴体制を整えること。 

（７）受講生への対応 

学習相談会・質問会の実施については、少なくとも月に１回以上実施すること。

その他、受講生からの個別の質問や相談にすぐ対応できる仕組みを設けること。 

受講生との連絡手段として、メールや電話、郵便を活用する。その際に知りえ

た個人情報については、連絡手段以外に使用せず、情報の漏洩防止には万全の体

制で臨むこと。 

 

６．報告 

  講義実施状況については、講義終了報告書により報告する。 

 

７．委託料 

  委託料には、以下のものを含むこととする。 

 講座運営費（講師料・講師等の交通費・模擬試験に係る費用・ガイダンスに

係る費用・オンデマンド配信等に係る費用等、「５．業務内容」に明記してあ

る費用を含む。） 

 受講生に配付するテキスト及び問題集（1 年間あたり教養上限 60 名分、専門

上限 50 名分とする。） 

 各費用にかかる消費税及び地方消費税相当額 

 

８．その他 

  軽微な変更はこれに応じること。 

 

以上 


